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ば、日本のパートタイム労働者数は 1990 年の 506 万人から 2008 年には 821 万人に増












Petrongolo (2008), Booth and Wood (2008)等が挙げられる。非正規労働者の追跡調査
データによるその後の就労パフォーマンスの分析は、英国を対象とした Booth et al.
(2002)、米国を対象とした Addison et al. (2009)がその例である。新卒一括採用の慣
行がある日本では、主として新卒時の非正規就労がその後の労働市場成果に及ぼす影

















サイクル化、 規制緩和等を背景に、 企業業績の不確実性が高まっている。 例えば、 Comin


















労働者数を調査してきているが、2001 年調査（対象は 2000 年度末）以降、派遣労働






































２．先行研究*6 他方、労働時間の変動は大きく（Tachibanaki, 1987 等） 、労働投入量の調整は必ずしも小
さい（遅い）とは言えない。
*7 同論文は、Tachibanaki and Morikawa (2000)を数少ない先行研究としてリファーしている。
*8 ジョブ・フロー分析は労働者フロー（worker flow）分析とは異なることに注意が必要であ





ーベイすることは本稿の射程を超える（代表的なサーベイとして Hamermesh, 1993） 。
従来、 国際比較等に基づき日本は労働者数の調整という意味での雇用調整が小さい （雇
用調整速度が遅い） と論じられてきた （Abraham and Houseman, 1989; Burgess et al., 2000
等）が
*6 、近年、時系列データに基づき我が国の雇用調整速度の速まり、景気変動に
対する感応度の高まりを指摘する分析が現れている（樋口, 2001; 大澤他, 2002 等） 。
2000 年代以降を含めて日本の雇用調整に関する研究を網羅的にサーベイした太田他
(2008)は、1990 年代以降に起こった企業を取り巻く環境変化により雇用の調整速度






集計データ（1959 ～ 1988 年）を使用した分析で、生産量に対する雇用変動の弾性値
が、男性・正規労働者の 0.31 に対して男性の臨時・日雇労働者のそれが 0.62 と約２
倍であるという結果を示している（女性はそれぞれ 0.56、0.91） 。
ジョブ・フロー分析、すなわち「粗雇用創出（Gross Job Creation） 」 、 「粗雇用喪失
（Gross Job Destruction） 」に関する代表的な先行研究は Davis et al. (1996)である。ま





増加と減少とを対称的に扱うために t 年と t-1 年の雇用規模の平均が使用されること
が多い。粗雇用再配分率（Gross Job Reallocation Rate）は粗雇用創出率と粗雇用消失
率の（絶対値の）合計である。日本でも事業所又は企業レベルの個票データを用いた
粗雇用創出・粗雇用喪失の計測・分析がかなり行われており、筆者も以前に「工業統
計表」の工場レベルのマイクロデータを用いて粗雇用創出・雇用喪失の分析を行った*9 Comin et al. (2009)は、企業のヴォラティリティの増大が、賃金のヴォラティリティ増大
と結びついていることを示している。
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（森川・橘木,1 9 9 7 ） 。玄田 (2004)は、それまでの実証研究を包括的に整理している。
日本においてパートタイマーと正規（フルタイム）労働者の違いを明示的に考慮し
て粗雇用創出・雇用喪失を計測した例としては「雇用動向調査」を使用した Genda
(1998)が挙げられる。それによれば、1991 ～ 1995 年の平均で正規（フルタイム）労
働者の粗雇用創出率 4.0 ％、粗雇用喪失率 3.9 ％、雇用再配置率 7.9 ％に対して、パ
ートタイム労働者はそれぞれ 9.1 ％、7.4 ％、16.5 ％と約２倍の大きさとなっている。
















示す研究が少なくない（Comin and Mulani, 2006; Comin and Philippon, 2006） 。その理
由として、グローバル化、技術革新(特に IT)、市場規制緩和等が指摘されている。
産業レベルの分析だが、di Giovanni and Levchenko (2009)は、グローバル化すなわち
貿易の開放性と生産のヴォラティリティが強い関連を持っていることを示している。







































析がいくつか行われているものの、客観的な統計データに基づく研究は少ない。さら*11 「企業活動基本調査」の例えば 2007 年調査の計数は、一般に 2006 年度のフロー又は 2006
年度末のストック値である。本稿では便宜上これを「2006 年」と表現する（他の年も同様） 。









本稿では経済産業省「企業活動基本調査」の個票データ（1994 ～ 2006 年）を使用
して企業レベルのパネルデータを作成し、 それを用いて分析を行う。
*11 2000 年以降、
「企業活動基本調査」 は、 派遣従業者 （受入れ） 数を調査項目として追加しており （1999
年以前の 「その他」 労働者数は、 臨時・日雇雇用者数のみで派遣労働者数は含まない） 、













に対象を絞って balanced panel を作成した。このため、サンプル企業数は 8,716 社で
ある。
*13 サンプル企業の雇用形態別の労働者数は、2006 年において正規（フルタイ
ム）労働者約 164 万人、パートタイム労働者約 27 万人、臨時・日雇約 2 万人、派遣
約 13 万人となっており、フルタイム、臨時・日雇が減少している一方、パートタイ
ム労働者が増加している（表１参照） 。派遣労働者もデータが利用可能な 2000 年の約
4.7 万人から 2006 年には約 13.5 万人へと急増している。*14 パートタイム労働時間の企業による多様性については、森川 (2010)参照。
*15 零細企業・事業所もカバーする悉皆調査を用いたジョブ・フロー分析では、新規開業に
伴う雇用増、廃業に伴う雇用減をそれぞれ粗雇用創出、粗雇用喪失に含めるが、本文で述べた

















失（GJD） 、純雇用変動（NJC） 、粗雇用再配分率（GJRR）等を計算する。企業 i、雇
用形態 j、t 年の雇用を Eijt とすると、前年比での各指標は以下のように定義される。
GJC = Σ i(Eijt -E ijt-1) if (Eijt -E ijt-1)>0
GJD = Σ i(Eijt -E ijt-1) if (Eijt -E ijt-1)<0
NJC = GJC + GJD
GJCR = Σ i[(Eijt -E ijt-1)/(Eijt +E ijt-1)/2] if (Eijt -E ijt-1)>0
GJDR = Σ i[(Eijt -E ijt-1)/(Eijt +E ijt-1)/2] if (Eijt -E ijt-1)<0
GJRR = GJCR - GJDR
変化率を計算する際の分母に(Eijt +E ijt-1)/2 を用いることにより、雇用創出と雇用喪失
とを対称的に扱うことができるという利点がある（Davis et al., 1996） 。この結果を用
いて、雇用形態別の雇用者数のグロスでの変動度合いを比較することができる。
*15
次に、 売上高の変化 （増加／減少） に対する雇用変動の弾性値を形態別に計測する。
計測方法は単純であり、雇用を E、売上高を Y、平均賃金を W とすると、以下のよ
うな単純な式を推計する。*16 Tachibanaki and Morikawa (2000)は、雇用調整と賃金調整を同時に考慮した分析例である。
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ln(Et+n/Et) = β 0 + β 1ln(Yt+n/Yt) + β 2ln(Wt+n/Wt)＋β yyear dummies
＋β dindustry dummies ＋ uit [1]





















いられる場合が多く（Comin and Mulani, 2006; Davis et al., 2007） 、本稿も基本的にそ
れらを踏襲する。すなわち、企業 i のｔ年における前年比売上高の成長率（Δ Yit） 、
年平均成長率（Δ Yi） 、成長率のヴォラティリティ（標準偏差：σ i）は、それぞれ以
下のように計算される。ここでは 1994 ～ 2006 年の全期間のデータを用いるため、T=
12 である。
Δ Yit = (Yit -Y it-1)/[(Yit +Y it-1)/2]
Δ Yi = (1/T)Σ t Δ Yit
σ i = [(1/T)Σ t(Δ Yit - Δ Yi)
2]
1/2*17 逆にここに含まれない「現場労働者」は製造部門、商業店舗、サービス事業所等である。









































非正規雇用比率 it = β 0 ＋β 1 ヴォラティリティ指標 it ＋β 2 企業規模 it
＋β 3 企業年齢 it ＋β 4 非現場労働者比率 it ＋β year 年次ダミー















lnTFPit = β 0 ＋β 1 企業規模 it ＋β 2 企業年齢 it ＋β 3 平均賃金 it












で▲ 1.2 万人の減少となっているが、6.0 万人の粗雇用創出と▲ 7.2 万人の粗雇用喪失
の結果としてそうした数字になっている。パートタイム労働者は年平均 3.8 万人の粗
雇用創出、▲ 3.1 万人の粗雇用喪失、ネット 0.7 万人の雇用増加である。派遣労働者







平均約 7 ％とかなり低く、正規（フルタイム）は年平均 2 ％とさらに低い。非正規雇













た企業はサンプル 8,716 社のうち 24.0 ％（2000 ～ 2006 年の年平均）存在するのに対
して、正規・非正規をともに増加させた企業（平均 15.3 ％） 、正規・非正規をともに
減少させた企業（平均 15.5 ％） 、さらに、非正規を減少させて正規雇用を増加させた




正規を減少させた企業は年平均 18.6 ％、派遣を増やして正規を減少させた企業は 12.5




























10 ％減少）した場合、正規（フルタイム）雇用の増加率は 2 ％（減少率▲ 2 ％）程

























































































生産性への効果については、労働時間の計測の問題（森川,2 0 1 0 参照）や労働力の質
の問題があるため、係数の絶対値よりもヴォラティリティによる係数の大きさの違い
に着目することが適当と判断した（回帰結果は参考表４参照） 。
*24 産業、企業規模、*25 マクロ経済のヴォラティリティが GDP 成長率（生産性ではない）に対して負の影響を持
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合計 １社平均 合計 １社平均
常用労働者数 2,048,563 235.0 1,913,308 219.5
　　フルタイム労働者数 1,866,766 214.2 1,642,097 188.4
　　パートタイム労働者数 181,797 20.9 271,211 31.1
臨時・日雇労働者数 33,726 3.9 24,125 2.8



























































































2000-01 726 1,635 550 905
2001-02 793 1,714 692 1,137
2002-03 944 1,656 889 1,209
2003-04 946 1,516 1,045 1,190
2004-05 1,058 1,324 1,163 1,041
2005-06 1,117 1,871 1,132 1,077











常用計 パート 派遣 非正規計 正規
(1)賃金変化コントロールなし (2)賃金変化コントロールあり
（１年間） パート 臨時・日雇 派遣 正規（フルタイム）
パート 1.000
臨時・日雇 0.032 1.000
派遣 0.099 0.079 1.000
正規（フルタイム） -0.049 -0.022 0.071 1.000
（３年間） パート 臨時・日雇 派遣 正規（フルタイム）
パート 1.000
臨時・日雇 -0.005 1.000
派遣 0.077 -0.097 1.000
正規（フルタイム） -0.091 0.001 0.284 1.000
（５年間） パート 臨時・日雇 派遣 正規（フルタイム）
パート 1.000
臨時・日雇 -0.076 1.000
派遣 -0.109 -0.228 1.000


















































パート 臨時・日雇 派遣 非正規計
パート 臨時・日雇 派遣 非正規計
全産業 0.014 0.032 0.134 0.163
製造業 0.023 0.037 0.177 0.222






















































パート 臨時・日雇 派遣 非正規計




GJC 正規 パート 臨時・日雇 派遣
2000-01 46,407 30,263 10,854 17,625
2001-02 50,273 30,114 7,813 26,664
2002-03 57,258 31,173 6,604 31,167
2003-04 71,178 33,865 8,976 30,992
2004-05 72,712 34,007 7,619 35,528
2005-06 62,896 66,019 9,457 44,072
平均 60,121 37,574 8,554 31,008
ＧＪＤ 正規 パート 臨時・日雇 派遣
2000-01 -92,330 -31,228 -9,825 -15,484
2001-02 -75,935 -27,183 -10,094 -8,489
2002-03 -65,965 -26,828 -8,388 -14,617
2003-04 -60,823 -34,839 -10,168 -16,956
2004-05 -59,437 -39,273 -8,503 -17,675
2005-06 -75,418 -24,413 -7,928 -25,088
平均 -71,651 -30,627 -9,151 -16,385
NJC 正規 パート 臨時・日雇 派遣
2000-01 -45,923 -965 1,029 2,141
2001-02 -25,662 2,931 -2,281 18,175
2002-03 -8,707 4,345 -1,784 16,550
2003-04 10,355 -974 -1,192 14,036
2004-05 13,275 -5,266 -884 17,853
2005-06 -12,522 41,606 1,529 18,984
平均 -11,531 6,946 -597 14,623-3 1-
（２）変化率
参考表２ 雇用変化率の売上高変化率に対する弾性値
１年間 ３年間 ５年間 １年間 ３年間 ５年間
常用計 0.185 0.351 0.408 0.237 0.388 0.441
パート 0.244 0.390 0.421 0.323 0.465 0.497
派遣 0.511 0.667 0.647 0.521 0.661 0.628
非正規計 0.356 0.521 0.577 0.410 0.566 0.630
正規 0.183 0.350 0.411 0.224 0.376 0.431
(1)賃金変化コントロールなし (2)賃金変化コントロールあり
GJCR 正規 パート 臨時・日雇 派遣
2000-01 0.7% 3.3% 9.6% 9.2%
2001-02 0.8% 3.3% 7.1% 11.4%
2002-03 0.9% 3.3% 6.5% 10.3%
2003-04 1.1% 3.6% 9.3% 8.5%
2004-05 1.1% 3.7% 8.3% 8.3%
2005-06 1.0% 6.6% 10.1% 8.8%
平均 0.9% 4.0% 8.5% 9.4%
GJDR 正規 パート 臨時・日雇 派遣
2000-01 -1.1% -3.0% -8.9% -8.1%
2001-02 -1.0% -2.9% -7.6% -3.6%
2002-03 -0.9% -3.7% -9.9% -4.8%
2003-04 -0.9% -4.2% -8.8% -4.7%
2004-05 -1.1% -2.6% -8.6% -4.1%
2005-06 -1.1% -2.4% -8.5% -5.0%
平均 -1.0% -3.1% -8.7% -5.1%
NJC 正規 パート 臨時・日雇 派遣
2000-01 -0.7% -0.1% 0.9% 1.1%
2001-02 -0.4% 0.3% -2.1% 7.8%
2002-03 -0.1% 0.5% -1.7% 5.5%
2003-04 0.2% -0.1% -1.2% 3.9%
2004-05 0.2% -0.6% -1.0% 4.2%
2005-06 -0.2% 4.2% 1.6% 3.8%
平均 -0.2% 0.7% -0.6% 4.4%
GJRR 正規 パート 臨時・日雇 派遣
2000-01 1.8% 6.3% 18.6% 17.2%
2001-02 1.8% 6.2% 14.7% 15.1%
2002-03 1.8% 7.1% 16.4% 15.1%
2003-04 2.0% 7.8% 18.1% 13.2%
2004-05 2.2% 6.3% 16.9% 12.4%
2005-06 2.1% 9.0% 18.6% 13.8%
平均 2.0% 7.1% 17.2% 14.5%-3 2-
参考表３ ヴォラティリティと非正規雇用の関係（推計結果）
（１）パートタイム
Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
売上高ボラティリティ 0.014 0.009   0.013 0.009  
売上高平均伸び率 0.034 0.019 *
非現場労働者比率 -0.145 0.003 *** -0.145 0.003 ***
企業規模（対数従業者数） 0.019 0.001 *** 0.019 0.001 ***






Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
売上高ボラティリティ 0.032 0.008 *** 0.032 0.008 ***
売上高平均伸び率 0.002 0.017  
非現場労働者比率 -0.002 0.003   -0.002 0.003  
企業規模（対数従業者数） 0.000 0.001   0.000 0.001  






Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
売上高ボラティリティ 0.134 0.011 *** 0.115 0.011 ***
売上高平均伸び率 0.499 0.023 ***
非現場労働者比率 0.006 0.004   0.006 0.004  
企業規模（対数従業者数） 0.011 0.001 *** 0.008 0.001 ***






Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
売上高ボラティリティ 0.163 0.020 *** 0.146 0.020 ***
売上高平均伸び率 0.443 0.043 ***
非現場労働者比率 -0.166 0.008 *** -0.166 0.008 ***
企業規模（対数従業者数） 0.033 0.001 *** 0.030 0.001 ***



































参考表４ 非正規雇用と TFP の関係（推計結果）
（１）パート
Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模（対数従業者数） 0.032 0.002 *** 0.010 0.002 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.920 0.005 *** 0.881 0.004 ***






Coef. Std. Err. P>t Coef. Std. Err.  
企業規模（対数従業者数） 0.041 0.002 *** 0.027 0.002 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.858 0.005 *** 0.794 0.004 ***






Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模（対数従業者数） 0.061 0.003 *** 0.041 0.002 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.847 0.007 *** 0.793 0.005 ***






Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模（対数従業者数） 0.056 0.003 *** 0.031 0.002 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.873 0.007 *** 0.827 0.005 ***


























参考表５ 非正規雇用と TFP の関係（推計結果） （２）
（１）パート
Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模（対数従業者数） 0.032 0.002 *** 0.011 0.002 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.920 0.005 *** 0.881 0.004 ***
売上高ヴォラティリティ 0.193 0.031 *** 0.200 0.118 *






Coef. Std. Err. P>t Coef. Std. Err.  
企業規模（対数従業者数） 0.040 0.002 *** 0.027 0.002 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.858 0.005 *** 0.794 0.004 ***
売上高ヴォラティリティ 0.178 0.032 *** 0.370 0.121 ***






Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模（対数従業者数） 0.061 0.003 *** 0.042 0.002 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.848 0.007 *** 0.794 0.005 ***
売上高ヴォラティリティ 0.288 0.045 *** 0.924 0.172 ***






Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模（対数従業者数） 0.055 0.003 *** 0.032 0.002 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.874 0.007 *** 0.827 0.005 ***
売上高ヴォラティリティ 0.300 0.045 *** 0.707 0.170 ***

































参考表６ 非正規雇用と TFP の関係（推計結果：交差項を含む推計）
（１）パート
Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模 0.021 0.001 *** 0.021 0.001 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.904 0.003 *** 0.904 0.003 ***
パート比率 0.436 0.008 *** 0.384 0.010 ***






Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模 0.033 0.001 *** 0.033 0.001 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.830 0.003 *** 0.830 0.003 ***
臨時・日雇比率 0.012 0.009 *** -0.051 0.014 ***






Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模 0.049 0.002 *** 0.049 0.002 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.822 0.004 *** 0.824 0.004 ***
派遣比率 0.171 0.012 *** -0.066 0.022 ***






Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模 0.041 0.002 *** 0.042 0.002 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.854 0.004 *** 0.854 0.004 ***
非正規比率 0.224 0.007 *** 0.137 0.010 ***






























参考表７ 非正規雇用と TFP の関係（推計結果：交差項を含む推計） （２）
（１）パート
Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模 0.021 0.001 *** 0.021 0.001 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.904 0.003 *** 0.904 0.003 ***
売上高ヴォラティリティ 0.173 0.021 *** 0.116 0.025 ***
パート比率 0.436 0.008 *** 0.402 0.011 ***






Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模 0.034 0.001 *** 0.034 0.001 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.830 0.003 *** 0.830 0.003 ***
売上高ヴォラティリティ 0.179 0.022 *** 0.166 0.022 ***
臨時・日雇比率 0.011 0.009   -0.042 0.014 ***






Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模 0.050 0.002 *** 0.050 0.002 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.823 0.004 *** 0.824 0.004 ***
売上高ヴォラティリティ 0.334 0.031 *** 0.230 0.033 ***
派遣比率 0.164 0.012 *** -0.028 0.023  






Coef. Std. Err.   Coef. Std. Err.  
企業規模 0.042 0.002 *** 0.042 0.002 ***
企業年齢 -0.003 0.000 *** -0.003 0.000 ***
平均賃金 0.855 0.004 *** 0.854 0.004 ***
売上高ヴォラティリティ 0.322 0.031 *** 0.152 0.038 ***
非正規比率 0.221 0.007 *** 0.156 0.011 ***
ヴォラティリティ＊非正規比率 0.986 0.125 ***
年ダミー
産業ダミー
N
Adj R-squared
（注）***は1%, **は5%, *は10%の有意水準。
52,605 52,605
0.5257 0.5262
yes yes
yes yes
Pooled OLS
(1) (2)
52,605 52,605
0.5173 0.5182
yes yes
yes yes
Pooled OLS
(1) (2)
104,795 104,795
0.4885 0.4886
yes yes
yes yes
Pooled OLS
(1) (2)
104,795 104,795
0.5037 0.5038
yes yes
yes yes
Pooled OLS
(1) (2)